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Ⅰ．社会的養護の概念
1．「養護」という言葉
　「児童養護施設」や「特別養護老人ホーム」など社会福
祉分野においては、「養護」という言葉がよく用いられる。
　「養護」という言葉は、保護を必要としている人へ生活の
場において育成、自立等の支援を行う場合に使われる。
　本来、子どもは家族により養護され社会の中で育つべき
であるが、家族機能が何らかの理由により欠如している場
合、必要に応じて児童養護の対象となる。近年の養護相談
内容をみると児童虐待が増加、親の傷病や家庭環境などを
理由に児童養護が必要なケースが増加している。
　高齢者についても、家族による扶養の原則が弱まり、社
会的介護が求められるようになった。「養護」や「介護」は
ともにケア（care）という用語が用いられることが多く、
社会的介護と社会的養護を「家族機能の社会化」として家
族問題として取り上げてきた経緯がある。
2．「社会的養護」の概念
　1990年の「社会福祉研究」第48号（鉄道弘済会）は「社
会的介護と社会的養護」を特集テーマとしている。袖井は
（1990：13）、家庭機能の外部化がもたらした、「しつけ・
養育機能や相互扶助機能等の弱体化が日本社会に生じてい
る」と述べている。庄司は（1990：26）「養育観の混迷の
なかで、子どもがこれまでのように、家の跡継ぎでも、家
族労働力でも、老親の扶養責任者でもなくなった」ことに
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より、「現代家族においては、親が子どもの養育の意味や養
育の目標を明確にしにくい」ということが社会的養護に大
きな影響を与えていると指摘している。社会的養護の必要
性については、家族機能の低下や家族を取り巻く環境の変
化が一つの要因であると考えられる。
　2008年に再び「社会的養護」をテーマとした特集が「社
会福祉研究」第103号 ( 鉄道弘済会 ) に組まれている。松原
は（2008：21）「社会的養護は、従来家庭養護の対概念と
して論議されてきた。」「社会的養護には、在宅型と入所型
（里親を含む）が内包されている。その内容は、相談、地域
レベルの養育支援、養育の一時的あるいは一定期間の代替
で構成される。」と述べている。
　また、松原は（2008：22）、「児童養護のケアの目的には
自立支援が明示され、自立に向けての生活技術、人間関係、
就労とその継続等のアフターケアを含めた支援が必要であ
るとともに、心のケアへの関心が高まっている」と述べて
いる。「児童養護が虐待との関連で論議される場合も、多
くは社会的養護という概念の一部、あるいはこの区分が未
整理のまま取り上げられることが多い。」や「社会的養護自
体は、入所施設における子どものケアや家族への対応だけ
を意味しない。」などの概念整理をしている。「社会的養護」
とは、家族支援の体制として位置づけられ、「私的支援」や
「子ども・子育て支援」、「療育」等とともに機能することが
求められていると考えられる。
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Ⅱ．児童家庭福祉
1．「家庭」と「家族」
　ここで、「家庭」と「家族」についての用語の整理をしておく。
袖井は（1990：13）「一般に家庭と家族はほぼ同義語に用い
られるが、その内容は必ずしも同一ではない。社会学や心
理学では、家族という語を用い、それは夫婦、親子、きょ
うだいなどの近親者によって構成される小集団」を意味し、
「家庭とは、家族が営む生活の場であり、住居と生計を共に
する世帯に近い」。「世帯」については、社会学で用いられ、
独居（独り暮らし）や家族以外でも同居している場合に一
つの世帯として考える。家族機能については家族社会学の
領域で主に研究されているが、「核家族化」や「少子化」「晩
婚化」など、時代の変化を表す言葉に対してデーターを示し、
社会問題を提起してきた。しかし、家族機能の変化と児童
養護問題についてはあまり取り上げられてこなかった。例え
ば「家族機能の変化が虐待とどのような因果関係があるか」
については十分検討されてはいない。改めて現代家族の機
能から捉えた子どもの問題を考える必要がある。
2．児童家庭福祉の政策
　わが国の合計特殊出生率（その年次の女性の各年齢〈15
才〜49才〉別出生率を合計したもの）の推移では、1975（昭
和50）年の1.91以降は毎年減り続け、1992（平成4年）以降は
緩やかな減少傾向であった。2005（平成17年）は1.26、翌年
は1.32という数である。家族形態については核家族化が進
んでいる。
　一方、社会保障給付費に関しては、年々「医療」と「年金」
の負担が増え、「福祉その他」に関する給付費は決して多い
とはいえない。「福祉」の予算には、生活保護、児童福祉、
母子福祉、障害者福祉、老人福祉、2000年に施行された介
護保険等が含まれる。2006（平成18）年度の社会保障給付費
は総額約89兆円で、対国民所得比の23.87％となっている。
「医療」に約28兆円（約32％）、「年金」約47兆円（約53％）、
「福祉その他」は約14兆円（約15％）である（国立社会保障・
人口問題研究所「平成18年度社会保障給付費」）。
　児童家庭福祉の政策は、昭和22年に公布された児童福祉
法に遡る。当時の児童養護の問題は、戦争で親を失った子
どもの保護を中心としていた。昭和30年代の高度成長期に
は、コインロッカーへ子どもを遺棄する問題が起きた。昭
和50年代には、ベビーホテルの劣悪な保育環境が問題視さ
れた。その都度、国の公的な責任が問われてきたが、児童・
家族関係の給付費は決して十分ではなく、体制の整備も遅
れている。
　「今後目指すべき児童の社会的養護体制に関する構想検
討会中間とりまとめ」（厚生労働省雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課、2007）を見ると、「社会的養護を必要とする
子どもの数が増えていること」、「虐待等子どもの抱える背
景が多様化していること」等に対応する体制が強く求めら
れている。施設養護や里親養護という狭義の社会的養護だ
けでなく、レスパイトケアや一時保護、治療的デイケアや
家庭支援、地域における子どもの養育体制の整備を必要と
している。
　体制整備の中でも、注目されるのが虐待に対する心のケ
アである。適切な養育がされなかったこと等により、心身
のダメージを癒す機能や発達障害等の専門的ケアの必要性
が重要視されている。
Ⅲ．社会的養護を必要とする要因
1．虐待の問題
　東京都における2005年度〜2008年度の養護相談の推移
をみると（東京都児童相談所、2009 『児童相談所事業概
要　平成21年度版』）、2008年度の養護相談は5,834件、う
ち被虐待相談は3,157件（54.1％）であり、年々増加傾向
がある（2005年度48.3％、2006年度49.7％、2007年度53.4
％、2008年度54.1％）。児童虐待（child abuse and neglect）
の定義は、狭義には親または親に代わる保護者により児童
に対して加えられた身体的、心理的、性的虐待及びネグ
レクト（保護者の怠慢ないし拒否）等の行為をいう（社会
福祉用語辞典、2010）。一般に虐待をしている親は「しつ
け」と言って子どもをベランダに置き去りにしたり、体罰
を与えたりする。体罰には、尻を叩くや頭を叩くなどがあ
る。しつけと体罰の境界線はどこか？　岡山大学の李准教
授（家族社会学）の調査では、「お尻を叩く、大声でしかる、
手を叩く」については6割を超える父母がしつけとして考え
てもよいと回答。「頭を叩く、ベランダなど家の外に出す等」
は虐待であるかどうか判断が分かれた。しかし、児童虐待
の本質を故坂井聖二医師は、「加害者の動機、行為の質に
よらず、子どもが安全でないという状況判断」、「あるコミ
ュニティの中で最低限、親に要求される育児の範囲を逸脱
したもの」としている（産経新聞2010年9月22日朝刊22面）。
日本の社会では、古くから叩くという体罰がしつけとして
認められてきた経緯があり、親だから愛の鞭として叩くと
いうことが容認されてきた。しつけのために叩くという暴
力が虐待となる時、その境界線は判別しにくい。
　施設養護では、虐待を受けて心のケアを必要とする子ど
もに対して、保育士や児童指導員のケアだけでは十分とは
いえない。児童精神科医や臨床心理士等の専門家と連携を
取り、生活場面において適切なケアをすることが必要とな
っている。
2．虐待以外の養護相談
　養護相談には、「被虐待児」以外に「孤児」「迷子」「養
育困難」（家出、死亡、離婚、傷病、出産、就労、拘置・拘留、
［家庭養護と社会的養護］
［櫻井奈津子編著（2010）『養護原理』p. 70、図 3－1 を参
考に筆者が作成］
「家庭養護」は、実親等の家庭での養護。
「社会的養護」を機能的に分類すると、補完的養護、支援
的養護、代替的養護（施設養護やグループホーム、家庭的
養護）、治療的養護に分けられる。
生活の場で分類すると「施設養護」、「里親養護」、「地域養護」
の 3つに分けられる。
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家族環境、その他）等がある。東京都の調査では、親の傷
病によるものは2008年度で870件（14.9％）、家庭環境が
835件（14.3％）である（東京都児童相談所、2009　『児童
相談所事業概要　平成21年度版』）。療育困難を理由とする
場合、その問題が解消された場合には社会的養護の必要性
はなくなるが、家庭環境が整わない場合は再び養護の必要
性が出てくるので、一概には言えない。
　療育困難の背景には、親の未就労による経済的な問題や
養育能力に欠ける場合など、家庭生活を維持する上での基
盤が不安定な場合も多く、社会的養護による支援が継続的
に行われないと生活が崩壊する可能性を持っている。
Ⅳ．支援方法
1．児童養護の歴史からみた支援方法
　戦前日本の児童養護については、民間篤志家による慈善、
救済が中心であった。1887（明治20）年に開所した、石井十
次による「岡山孤児院」での「孤児教育」が児童養護の原
型といえる。石井十次と品子夫人は、子どもたちに「お父
さん」「お母さん」と呼ばれ、日夜を共に過ごし、子どもた
ちの食事の世話や日常生活の指導、教育や職業訓練等を行
った。知育偏重ではなく労働を取り入れた実利主義の教育
を院内で進め、職業による自立を目指した。1891（明治24）
年の濃尾大震災（現在の愛知県・岐阜県地方）での被災児
童や日露戦争での孤児を保護し、東北大凶作の時にも多く
の子どもを保護した。1894（明治27）年に宮崎県茶臼原に移
住し、畑を開墾し、知的障害のある子どもや病弱児と暮ら
した。石井十次は、障害のある子どもたちを「療育」する
ことや「里子」に預ける「委託制度」などの取り組みを行
った。この里親委託の制度は、10歳まで岡山近郊の面倒見
の良い農家を選んで子どもを預け、その後は孤児院にて職
業教育行い、社会に送り出すという画期的なシステムであ
った。
　また、「児童自立支援施設」は、留岡幸助による「巣鴨
家庭学校（家庭学校）」（1899、明治32年設立）がある。非
行児童に対して教育的環境こそ必要と訴え、家庭的環境の
もとで労作教育、職業教育等を行った。当時は感化教育と
呼ばれ、1900年には「感化法」が制定され、のちに公立感
化院が全国に設置されるようになった。
　知的障害児教育に尽力したのは、石井亮一と筆子による
「滝野川学園」（1897、明治30年設立）や糸賀一雄らによる「近
江学園」（1948、昭和23年設立）や重症心身障害児施設「び
わこ学園」（1963、昭和38年設立）などがある。
　糸賀は子どもを主体とした姿勢を貫き「この子らを世の
光に」という願いを我々社会福祉関係者に伝えている。講
義録のなかで印象的な一文を引用する。
　「この子らがうまれながらにしてもっている人格発達の権
利を徹底的に保障せねばならぬということなのです。障害
を持った子供たちはその障害と戦い、障害を克服していく
努力のなかに、その人格がゆたかに伸びていきます。・・・」
（糸賀、2009：83−84）
　この言葉に込められている糸賀の想いが、社会的養護の
意味を教えてくれる。
2．新しい支援方法の必要性
　戦後、施設養護の理念は日本国憲法第25条の「生存権」
のなかで、最低限度の生活の権利と国の責任が明示され今
日まで引き継がれている。戦後間もない時期には、戦災孤
児救済という役割を果たし、労働環境の変化や家族構造の
変化に伴い、子どもの遺棄や養育の放棄等の問題に対応し
てきた。現在は、両親やひとり親のいる子どもでも養護を
必要とするケースが増え、時代の変化とともに「保護・救済」
から「保護・自立支援」へとその目的も変化してきている。
（1）「自立支援」への取り組み
　1997（平成9）年の児童福祉法改正により、児童自立支
援施設、児童養護施設、母子生活支援施設では、要保護
児童の支援に「自立支援」の目標が付け加えられた。児
童福祉施設では一人ひとりに、「自立支援計画」を立てる
ことが義務付けられた。この考え方は、高齢者のケアプ
ラン（介護計画）や障害者の個別支援計画と同様に、一
人ひとりの問題や課題に対して言語化し記録することを
義務付けた。アセスメントを行うことにより、目標を明
確にして支援内容を具体化し、実施された支援が適切に
行われているかという評価までを系統的に行うことにな
った。自立支援といっても、施設だけでは取り組みに限
界があるので、地域での支援が必要という声があがって
いる。支援方法として18歳を超えた人でも対象となる相
談機関が必要であり、施設を出て自立に向けて生活して
いる人に対するアフターケアの機能も施設だけに依存す
る体制ではない新たな取り組みが必要である。
（2）「心理的支援」の方法
　日常生活の支援が児童養護の本来の目的ですが、「児童
養護施設入所児童等調査2008（厚生労働省雇用均等・児
童家庭局、家庭福祉課）」によると、児童養護施設の養護
問題発生件数は31,593件。うち父の虐待・酷使は1,849件、
母の虐待・酷使が2,693件（合計4,542件で全体の約14％）。
父の放任・怠だは654件、母の放任・怠だは3,707件（合
計4,361件で全体の約14％）。虐待・酷使と放任・怠だを
合わせて全体の28％となっている。里親委託児は全体で
3,611件、うち虐待・酷使と放任・怠だは611件で全体の
約17％にあたる。さらに問題発生件数で見ると、情緒障
害児施設では1,104件、児童自立支援施設は1,995件とな
っている。これらの施設養護や里親養護等におけるケア
は、何らかの心理的支援が必要なケースが多く存在する
と考えられる。
　心理的支援を考えた時、子どもの状態に応じた対応が
必要である。仮に、問題状況を軽度（親子の分離不安や
生活能力が欠けている子ども）、中度（精神的な不安を抱
えており一定期間心理的なケアを必要とする子ども）、重
度（発達障害や被虐待児で行動障害が著しい子ども）と
いう3段階に分けて考えてみる。軽度の子どもには、家族
的な形態でのケアで施設職員（保育士や児童指導員等）
が対応し、必要に応じて心理専門職と連携をとり助言を
もらいながら「自立支援計画」を立てて関わる。中度の
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子どもには日頃のケアは施設職員が行い、必要に応じて
一定期間治療的なスタッフ（外部の機関等を積極的に活
用）による関わりを持つようにする。重度の子どもの場
合は、専門スタッフ（精神科医や臨床心理士）との継続
した関わりを持ち、治療、相談（カウンセリング）を行う。
いずれの場合も、保育士や児童指導員は連携を図るため
の医学や心理学の基礎的な知識を持ち、さらに実践で活
用できる援助技術を磨く研修などに参加する必要がある。
より高度な専門性（スペシャリスト）を目指すのではなく、
基本的なカウンセリングの知識を生かした幅広い対人援
助ができるジェネラリストを目指す必要がある。
Ⅴ．社会的養護の体系
　児童福祉における社会的養護を機能的に体系化すると
「補完的養護」、「支援的養護」、「代替的養護」、「治療的養護」
となり、生活の場で分類すると「施設養護」、「里親養護」、「地
域養護」の3つに分けられる。
　「施設養護」の理念は、「すべての児童は、ひとしくその
生活を保障され、愛護されなければならない」という児童
福祉の理念に基づいている。施設には児童自立支援施設、
児童養護施設、乳児院、障害児施設や母子生活支援施設等
がある。
　「里親養護」は、1947（昭和22）年の児童福祉法制定にお
いて「里親」の規定が明記された。「療育里親」以外に、「短
期里親」（養育期間が1年以内）や「専門里親」（主に被虐
待児の療育）、「親族里親」等に分類される。
　「地域養護」には、児童相談所・家庭児童相談室、子育
て支援センター、子育て短期支援事業（児童養護施設にお
けるショートステイやトワイライトサービス）等がある。
Ⅵ．考察
　21世紀の児童問題は「児童虐待への対応」「非行への対応」
「子育て支援への対応」等の新しい課題がある。しかし、「社
会的養護の意味」は時代の変化を的確に捉えながらも変わ
ることはない。
　「社会的養護」は家庭養護の対概念であり、機能的には
「補完的養護」、「支援的養護」、「代替的養護」、「治療的養護」
に分かれ、生活の場で分類すると入所型（里親を含む）と
地域型に分けられる。
　施設におけるケアの目的は、自立に向けての生活技術、
人間関係、就労やアフターケアを含めた支援が必要であり、
子どもの心理的状態に応じて、精神医学や臨床心理学の専
門家とのチームアプローチが必要になる。里親は、家庭的
な雰囲気のなかで親との分離不安や虐待での心理的ダメー
ジなどを癒す効果が期待できる。里親に対する支援も始ま
り、研修や休息のためのレスパイトサービス、養育相談事
業などの活用をしながら、さらに里親を増やし、質の向上
を目指そうとしていことが考えられる。地域においては、
療育相談や養育支援、ショートステイ等の機能があり、特
に相談機能においては、児童相談所を中心として地域ぐる
みで虐待や非行に取り組む必要がある。
　人材の育成に関しては、新たな課題が考えられた。それ
は、社会福祉士や保育士の基本的な教育内容に加えて、専
門的教育が必要であるということ。介護福祉士の養成では、
認知症専門介護福祉士等のスペシャリストの養成を＋1年
程度の過程を検討している。社会福祉士においてもカウン
セリングの能力を高めて、虐待児や非行児童に対するケア
の専門家養成が必要と感じた。保育士も保育所保育と明ら
かに質の違う対象者のケアをするのであるから、現状のま
まの資格制度で良いのか検討する必要があると考えた。社
会福祉と保育の統合なども視野に入れケアの専門性を高め
ていかなければ、現場に出てから不適切な対応をしてしま
うことも考えられるし、熱意を持って臨んでもバーンアウ
トしてしまうかもしれない。
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